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上場会社名 南海プライウッド株式会社 上場取引所 大（市場第２部）

コード番号 7887 本社所在都道府県  香川県

(URL　http://www.nankaiplywood.co.jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　丸　山　　徹

問合せ先責任者　役職名
常 務 取 締 役
経  理  部  長

氏名　田　井　　雅　士 ＴＥＬ　　（087）825－3615　（代表）

決算取締役会開催日 平成１７年１１月２５日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 　　　　─── 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）

１．平成１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 5,657 △4.5 237 △0.5 360 3.4

16年９月中間期 5,925 1.9 238 374.7 349 261.2

17年３月期 12,403 692 852

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 206 △3.4 20 80

16年９月中間期 213 278.5 21 53

17年３月期 433 41 05

（注）①期中平均株式数 17年９月中間期9,921,121株 16年９月中間期9,926,707株 17年３月期9,925,484株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

17年９月中間期 0 00 　　　　――――――

16年９月中間期 0 00 　　　　――――――

17年３月期 　　　　―――――― 15 00

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期 19,122 16,073 84.1 1,620 44

16年９月中間期 20,493 15,800 77.1 1,591 93

17年３月期 20,823 16,052 77.1 1,615 04

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期9,919,168株 16年９月中間期9,925,309株 17年３月期9,923,148株

②期末自己株式数 17年９月中間期 176,632株 16年９月中間期 170,491株 17年３月期 172,652株

２．平成１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通　期 12,000 800 480 12 00 12 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　48円39銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の７ページを参照して下さい。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金 286,951 570,182 651,740

２　受取手形 235,503 677,482 151,481

３　売掛金 2,307,211 1,746,022 1,530,412

４　たな卸資産 2,578,866 2,598,820 2,402,598

５　デリバティブ
債権

137,831 216,453 48,967

６　繰延ヘッジ損
失

※６ 756,068 368,090 1,849,285

７　その他 1,063,431 783,697 999,627

貸倒引当金 △1,503 △1,837 △1,296

流動資産合計 7,364,363 35.9 6,958,911 36.4 △405,451 7,632,816 36.7

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産
※1,
3

(1）建物 ※２ 2,283,450 2,178,382 2,262,125

(2）機械装置 1,504,714 1,014,793 1,154,896

(3）土地 ※２ 4,226,374 4,226,374 4,226,374

(4）その他 163,872 154,369 141,265

計 8,178,412 39.9 7,573,920 39.6 △604,492 7,784,662 37.4

２　無形固定資産 180,827 0.9 136,990 0.7 △43,837 156,372 0.7

３　投資その他の
資産

(1）投資有価証
券

600,608 643,874 656,167

(2）関係会社株
式

439,149 430,583 380,583

(3）長期貸付金 1,929,963 2,147,780 1,930,624

(4）差入保証金 1,504,619 1,002,513 2,004,619

(5）その他 318,805 228,782 288,290

貸倒引当金 △23,058 △1,122 △10,858

計 4,770,088 23.3 4,452,411 23.3 △317,677 5,249,426 25.2

固定資産合計 13,129,328 64.1 12,163,322 63.6 △966,006 13,190,460 63.3

資産合計 20,493,691 100.0 19,122,234 100.0 △1,371,457 20,823,277 100.0
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前中間会計期間末
（平成16年９月30日）

当中間会計期間末
（平成17年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　支払手形 391,976 399,491 409,232

２　買掛金 479,291 328,365 336,133

３　短期借入金 ※２ 1,590,000 700,000 900,000

４　未払金 265,014 248,641 305,365

５　未払法人税等 160,392 177,612 157,590

６　賞与引当金 102,935 114,520 111,454

７　工場稼働停止
損失引当金

199,586 － 38,601

８　デリバティブ
債務

893,900 584,543 1,898,252

９　その他
※2,
4

156,394 120,408 183,957

流動負債合計 4,239,492 20.7 2,673,581 14.0 △1,565,910 4,340,588 20.8

Ⅱ　固定負債

１　退職給付引当
金

190,951 152,425 172,473

２　役員退職慰労
引当金

61,800 61,800 61,800

３　その他 201,083 160,961 196,122

固定負債合計 453,835 2.2 375,186 1.9 △78,649 430,396 2.1

負債合計 4,693,328 22.9 3,048,768 15.9 △1,644,559 4,770,984 22.9

（資本の部）

Ⅰ　資本金 2,121,000 10.4 2,121,000 11.1 － 2,121,000 10.2

Ⅱ　資本剰余金

１　資本準備金 1,865,920 1,865,920 1,865,920

資本剰余金合計 1,865,920 9.1 1,865,920 9.8 － 1,865,920 9.0

Ⅲ　利益剰余金

１　利益準備金 106,000 106,000 106,000

２　任意積立金 11,360,480 11,639,893 11,360,480

３　中間（当期）
未処分利益

278,888 250,740 498,654

利益剰余金合計 11,745,369 57.3 11,996,634 62.7 251,265 11,965,135 57.5

Ⅳ　その他有価証券
評価差額金

124,349 0.6 150,276 0.8 25,926 157,639 0.7

Ⅴ　自己株式 △56,275 △0.3 △60,365 △0.3 △4,090 △57,402 △0.3

資本合計 15,800,363 77.1 16,073,465 84.1 273,102 16,052,292 77.1

負債・資本合計 20,493,691 100.0 19,122,234 100.0 △1,371,457 20,823,277 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 5,925,711 100.0 5,657,145 100.0 △268,566 12,403,497 100.0

Ⅱ　売上原価 4,352,510 73.5 4,085,097 72.2 △267,412 8,985,912 72.4

売上総利益 1,573,201 26.5 1,572,047 27.8 △1,154 3,417,585 27.6

Ⅲ　販売費及び一般
管理費

1,334,458 22.5 1,334,506 23.6 47 2,724,878 22.0

営業利益 238,742 4.0 237,541 4.2 △1,201 692,706 5.6

Ⅳ　営業外収益 ※１ 126,681 2.1 137,031 2.4 10,349 198,216 1.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 16,402 0.2 13,658 0.2 △2,743 38,134 0.3

経常利益 349,021 5.9 360,913 6.4 11,891 852,789 6.9

Ⅵ　特別利益 35,912 0.6 9,826 0.1 △26,085 57,517 0.4

Ⅶ　特別損失 ※３ 43,058 0.7 6,672 0.1 △36,386 211,134 1.7

税引前中間(当
期)純利益

341,874 5.8 364,067 6.4 22,192 699,172 5.6

法人税、住民
税及び事業税

141,773 174,688 244,338

法人税等調整
額

△13,597 128,176 2.2 △16,966 157,721 2.8 29,544 21,369 265,707 2.1

中間(当期)純
利益

213,698 3.6 206,346 3.6 △7,352 433,464 3.5

前期繰越利益 65,190 44,394 65,190

中間(当期)未
処分利益

278,888 250,740 498,654
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

総平均法による原価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(3）たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

同左

貯蔵品

同左

(3）たな卸資産

製品、原材料及び仕掛品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成12年４月

１日以降に取得した建物(附属設

備を除く)は定額法）を採用して

おります。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　　15～50年

機械装置　　　　　　　９年

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）工場稼働停止損失引当金

　平成14年３月20日付をもって稼

働停止いたしました郷東工場の生

産設備等のうち、今後発生が見込

まれる損失について合理的な見積

額を計上しております。

(3）　　　────── (3）工場稼働停止損失引当金

　平成14年３月20日付をもって稼

働停止いたしました郷東工場の生

産設備等のうち、今後発生が見込

まれる損失について合理的な見積

額を計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　平成12年４月より役員退職慰労

金の内規を廃止したため、新たな

役員退職慰労引当金の繰入れは

行っておりません。

　なお、平成12年３月末まで内規

に基づき繰入れを行ってきた引当

額は、退任の都度、当該引当額を

個別に精算しております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

(5）役員退職慰労引当金

同左
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前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同左

４．リース取引の処理方法

同左

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を採用し

ております。

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ＵＳ＄建仕入債務の予定取引に

対して為替変動リスクをヘッジす

る目的で、長期の為替予約を行っ

ております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　為替相場の変動による損失の可

能性を減殺することを目的として、

月々予想されるＵＳ＄支払金額の

範囲内で、一定量のＵＳ＄を月々

購入することとしており、購入し

たＵＳ＄は順次仕入決済に充当し

ていくため、月末において当該Ｕ

Ｓ＄の残高が残らないことを基本

としております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

変動を直接結び付けて判定してお

ります。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

６．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左

６．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。

──────

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形

標準課税制度が導入されたことに伴い、

当中間会計期間から実務対応報告第12

号「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（企業会計基準委員

会（平成16年２月13日））に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計

上しております。

────── ──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成16年９月30日）
当中間会計期間末

（平成17年９月30日）
前事業年度末

（平成17年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償

却累計額
10,194,293千円 9,033,404千円 9,042,874千円

※２．担保資産

(1）担保に供している資産

建物

土地

計

707,996千円

1,073,119千円

1,781,115千円

703,984千円

1,073,119千円

1,777,103千円

738,082千円

1,073,119千円

1,811,202千円

(2）上記に対応する債務

短期借入金

その他(未払消費税

等)

計

630,000千円

44,062千円

674,062千円

   －

37,402千円

37,402千円

240,000千円

37,282千円

277,282千円

※３．休止固定資産 330,848千円 50,598千円 88,815千円

※４．消費税等の取扱い 　仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しい

ため、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

同左 ─────

　５．受取手形割引高 607,839千円 312,447千円 583,066千円

※６．繰延ヘッジ損益 　繰延ヘッジ損失の内訳は次のとお

りであります。

　繰延ヘッジ損失の内訳は次のとお

りであります。

　繰延ヘッジ損失の内訳は次のとお

りであります。

繰延ヘッジ利益 137,831千円

繰延ヘッジ損失 893,900千円

繰延ヘッジ損失

（純額）
756,068千円

繰延ヘッジ利益 216,453千円

繰延ヘッジ損失 584,543千円

繰延ヘッジ損失

（純額）
368,090千円

繰延ヘッジ利益 48,967千円

繰延ヘッジ損失 1,898,252千円

繰延ヘッジ損失

（純額）
1,849,285千円

　７．コミットメント契約 　当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行３行及

び生命保険会社１社とコミットメン

トライン契約を締結しております。

　当中間会計期間末におけるコミッ

トメントライン契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであります。

────── 　当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行３行及

び生命保険会社１社とコミットメン

トライン契約を締結しております。

　当事業年度末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。

コミットメント

ラインの総額
3,000,000千円

借入実行残高 900,000千円

差引額 2,100,000千円

コミットメント

ラインの総額
3,000,000千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 2,600,000千円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１．営業外収益のうち主要な

もの

受取利息

賃貸収入

為替差益

20,505千円

55,975千円

30,473千円

21,224千円

57,688千円

42,836千円

41,845千円

111,850千円

7,467千円

※２．営業外費用のうち主要な

もの

支払利息 8,260千円 3,195千円 16,394千円

※３．特別損失のうち主要なも

の

固定資産売却損

機械装置 40,333千円       723千円 40,333千円

固定資産除却損

建物

構築物

機械装置

車輌運搬具

工具器具備品

ソフトウェア

撤去費用

－

900千円

625千円

－

－

－

1,200千円

576千円

－

4,912千円

－

261千円

－

200千円

2,019千円

1,301千円

79,421千円

21千円

103千円

5,439千円

14,522千円

　４．減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

244,760千円

33,198千円

211,848千円

30,168千円

494,768千円

63,706千円
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①　リース取引

項目
前中間会計期間

（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

(1）リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

7,180 4,427 2,752

合計 7,180 4,427 2,752

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具備品

10,164 6,609 3,554

合計 10,164 6,609 3,554

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

工具器
具備品

10,164 5,593 4,571

合計 10,164 5,593 4,571

(2）未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額

１年内 1,460千円

１年超 1,358千円

合計 2,819千円

１年内 1,933千円

１年超 1,727千円

合計 3,661千円

１年内 2,033千円

１年超 2,638千円

合計 4,671千円

(3）当中間期（当期）

の支払リース料、

減価償却費相当額

及び支払利息相当

額

支払リース料

減価償却費相当額

支払利息相当額

747千円

718千円

25千円

1,082千円

1,016千円

71千円

1,997千円

1,883千円

143千円

(4）減価償却費相当額

及び利息相当額の

算定方法

減価償却費相当額

の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

同左 同左

利息相当額の算定

方法

　リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

同左 同左
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②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 1,591.93円

１株当たり中間純利益

金額
21.53円

１株当たり純資産額 1,620.44円

１株当たり中間純利益

金額
20.80円

１株当たり純資産額 1,615.04円

１株当たり当期純利益

金額
41.05円

　当中間会計期間の潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

同左 　当事業年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、潜在

株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　（注）１株当たり中間（当期）純利益金額金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成16年４月１日
至　平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 213,698 206,346 433,464

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 26,000

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (26,000)

普通株式にかかる中間（当期）純利益

（千円）
213,698 206,346 407,464

期中平均株式数（千株） 9,926 9,921 9,925

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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